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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、いずれも潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

  

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期

会計期間

自 平成15年
４月１日

至 平成15年
９月30日

自 平成16年
４月１日

至 平成16年
９月30日

自 平成17年
４月１日

至 平成17年
９月30日

自 平成15年
４月１日

至 平成16年
３月31日

自 平成16年
４月１日

至 平成17年
３月31日

売上高 (百万円) 15,039 14,951 13,729 37,304 35,994

経常利益又は 
損失(△)

(百万円) △385 △230 △616 1,166 826

中間純損失(△)又は 
当期純利益

(百万円) △405 △268 △657 1,169 604

純資産額 (百万円) 7,369 8,782 9,447 9,076 9,660

総資産額 (百万円) 30,017 32,601 33,711 33,027 33,392

１株当たり純資産額 (円) 126.64 150.95 162.48 155.98 166.11

１株当たり中間 
純損失(△)又は 
当期純利益

(円) △6.96 △4.62 △11.31 20.09 10.40

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.6 26.9 28.0 27.5 28.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 890 △299 173 3,747 126

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △198 △447 △51 △95 △910

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 500 △315 △323 351 △623

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,782 6,533 5,984 7,554 6,166

従業員数 (名) 1,126 1,139 1,117 1,120 1,119



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、いずれも潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

  

  

  

回次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期

会計期間

自 平成15年
４月１日

至 平成15年
９月30日

自 平成16年
４月１日

至 平成16年
９月30日

自 平成17年
４月１日

至 平成17年
９月30日

自 平成15年
４月１日

至 平成16年
３月31日

自 平成16年
４月１日

至 平成17年
３月31日

売上高 (百万円) 13,424 13,818 12,137 34,208 32,977

経常利益又は 
損失(△)

(百万円) △356 △108 △601 1,005 692

中間純損失(△)又は 
当期純利益

(百万円) △373 △139 △635 937 468

資本金 (百万円) 8,791 8,791 8,791 8,791 8,791

発行済株式総数 (千株) 58,285 58,285 58,285 58,285 58,285

純資産額 (百万円) 8,775 10,053 10,439 10,288 10,706

総資産額 (百万円) 31,134 33,516 34,243 33,859 33,657

１株当たり純資産額 (円) 150.79 172.80 179.53 176.82 184.09

１株当たり中間 
純損失(△)又は 
当期純利益

(円) △6.42 △2.39 △10.93 16.11 8.05

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.2 30.0 30.5 30.4 31.8

従業員数 (名) 1,059 1,062 1,039 1,052 1,043



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の子会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

情報通信機器事業 1,117

従業員数(名) 1,039



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、米国や中国を中心に世界経済が概ね順調に推移する

中、企業収益改善による民間設備投資の拡大や個人消費の回復に支えられ、一部、原油高騰による不透

明感は残しつつも、総じて堅調に推移いたしました。 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）の関連する業界におきましては、地上デジタル放

送や監視カメラシステムに対応した設備投資意欲は堅調な状況にはありますが、投資総額を抑制する傾

向の中、受注に際しては厳しい価格競争を強いられることも多く、事業環境の厳しさは依然として続い

ております。 

  このような状況下において、６月に業務提携をいたしました株式会社ドッドウエル ビー・エム・エ

スとの連携強化もあり監視カメラシステムに伸びがみられましたが、一方では、先行してデジタル投資

を行ってきた放送各局の端境期にあたり、国内放送関連分野の販売額が大幅に減少いたしました。その

結果、連結売上高は前年同期に比べ、8.2%減少し、137億29百万円となりました（前年同期売上高149億

51百万円）。 

 損益面につきましては、厳しい事業環境に対応すべく、効率的なオペレーションの実現、事業及び製

品に関する将来性、採算面からの選別・整理の推進などにより経営の合理化を図るとともに、各事業分

野で特長ある新製品の投入や販売・サービス体制の効率化、業務提携・販売協力の推進に引き続き取り

組んでまいりました。加えて、販売費及び一般管理費も当中間連結会計期間におきましては低減いたし

ましたが、売上高の減少が影響し、結果、営業損益につきましては前年同期と比べ２億47百万円下回

り、営業損失６億２百万円（前年同期営業損失３億54百万円）となりました。 

 経常損益につきましては、為替差損などの要因により、前年同期と比べ３億86百万円下回り、経常損

失６億16百万円（前年同期経常損失２億30百万円）となりました。 

 最終損益につきましては、前年同期と比べ３億88百万円下回り、中間純損失６億57百万円（前年同期

中間純損失２億68百万円）となりました。 

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

日本 

 国内販売につきましては、監視カメラシステムならびにデジタルＦＰＵ装置（マイクロ波送受信装

置）、放送番組用中継車、ノンリニア編集システムに伸びがみられたものの放送番組のＨＤＴＶ化に伴

うシステム納入物件の減少、それに伴いシステムで一括納入の傾向にあった表示装置（放送用モニタ）

の売上が大きく減少したことから、当中間連結会計期間における日本の売上高は、121億37百万円と前

年同期に比べて12.2%減少し、営業利益は前年同期に比べ80.7%減少の１億25百万円となりました。 

北米 

 米国放送局のデジタル化投資の遅れに回復傾向がみられてはおりますが、厳しい受注競争の中にあ

り、販売を期待以上に伸ばすことができず、22億71百万円と前年同期に比べて売上高が11.8％減少し、

営業利益は前年同期に比べ27.0%減少の47百万円となりました。 

ヨーロッパ 

 当社グループが提供するカメラを中心とした製品が、現地放送局デジタル化更新需要に対応すること

が出来た為に、売上高８億39百万円と前年同期に比べて61.4%増加し、営業損失は19百万円（前年同期

営業損失96百万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 



当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前中間純損失

６億41百万円を計上し、減価償却費２億46百万円、売上債権の減少額38億73百万円、たな卸資産の増加

額32億61百万円等により、１億73百万円の収入（前年同期比４億72百万円の収入増加）となりました。

 また、投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得による支出１億55百

万円、定期預金の払戻による収入１億31百万円等により、51百万円の支出（前年同期比３億95百万円の

支出減少）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、長期借入金の返済による支出３億12百万円等に

より、３億23百万円の支出（前年同期比７百万円の支出増加）となりました。 

 以上の結果により、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前連結会計年度に比べ１億81百万円減少

し、59億84百万円となりました。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は次の通りであります。 
  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況は次の通りであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績は次の通りであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器事業 16,918 △3.1

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器事業 19,656 △1.2 18,398 12.2

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器事業 13,729 △8.2

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

日本放送協会 4,090 27.4 1,740 12.7



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

 

  当社グループは、顧客の潜在要求を満たす優位性のある製品を創造するために、常に技術を磨き、「技

術の池上」と顧客から高い評価を頂けるように積極的な研究開発活動を行っております。現在、研究開発

は、当社の技術研究所及び工場（３工場）の設計・開発部門により推進しております。研究開発スタッフ

数は総従業員の約５％に当たります。 

 またグループ外企業とも補完製品の提携を結び、当社研究開発を自社コア製品及びコア技術の強化に集

中して開発効率を上げております。当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は９億59百万

円であります。 

 放送通信機器関連として、多様化するデジタル放送番組制作向けに、報道取材から中継、スタジオ、編

集、送出及び放送基幹網に至る運用性に注力した番組制作機器、有線／無線中継機器及びネットワーク機

器の研究開発を行っております。当中間連結会計期間の主な成果としては、ハイビジョン対応ハードディ

スク一体型カメラ、14ビットフルデジタルＨＤシステムカメラ、ネットワーク型カメラコントロールシス

テム、デジタルＨＤ／ＳＤＴＶマルチフォーマット液晶モニタラインナップの充実、ＨＤ大型ビデオスイ

ッチャ、ＨＤ小型ビデオスイッチャ、小型デジタルオーディオミキサ、画像多重化装置、地上デジタル放

送用マイクロ波帯中継装置などの技術開発及び製品開発があります。 

 監視機器関連として、多発する犯罪の防止・監視警備向けに、デジタルテレビカメラ、モニタ、記録、

ネットワーク及び画像認識技術などの研究開発を行っております。当中間連結会計期間の主な成果として

は、新型ＤＰＳセンサー使用のワイドダイナミックカメラ、ＩＰネットワークカメラ/エンコーダなどの

技術開発及び製品開発があります。 

 メディカル機器関連として、高度医療の高忠実度診断向けに、デジタル高忠実度・高解像度のテレビカ

メラ、モニタ、記録機及びネットワーク機器などの研究開発を行っております。 

 検査機器関連として、生活安全と少子高齢化社会向けに、各種生産物・異物選別機器の研究開発を行っ

ております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 58,285,468 同左
東京証券取引所
市場第一部

―

計 58,285,468 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 58,285,468 ― 8,791 ― 116



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 単元未満株式には、当社所有の自己株式577株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式54千株(議決権54個)が含まれておりま

す。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

野 村 證 券 株 式 会 社 東京都中央区日本橋1-9-1 4,098 7.03

斎 藤 輝 久 神奈川県藤沢市片瀬海岸1-4-3-401 3,322 5.70

小 寺 郁 子 群馬県前橋市大手町3-12-18 1,327 2.28

株式会社ドッドウェルビー・エ
ム・エス

東京都中央区日本橋久松町12-8 1,277 2.19

斎 藤 友 彦 神奈川県藤沢市鵠沼桜が岡1-18-1 1,210 2.08

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 1,102 1.89

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町2-11-3 1,040 1.78

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2-27-2 988 1.70

ビーエヌピーパリバセキュリテ
ィーズサービスミランジャスデ
ックノートリーティー (常任 
代理人 香港上海銀行東京支店)

PIAZZA SAN FEDELE 2 20121 MILAN 
イタリア 
（東京都中央区日本橋3-11-1）

700 1.20

池上通信機従業員持株会 東京都大田区池上5-6-16 689 1.18

計 ― 15,755 27.03

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  138,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 57,433,000 57,433 ―

単元未満株式 普通株式    714,468 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 58,285,468 ― ―

総株主の議決権 ― 57,433 ―



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

計
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
池上通信機株式会社

東京都大田区池上５－６－16 138,000 ― 138,000 0.24

計 ― 138,000 ― 138,000 0.24

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 277 246 256 244 230 257

最低(円) 230 188 204 222 192 210



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人保森会計事務所により中間監査を

受けております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年9月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年9月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 ※２ 6,665 5,984 6,298

   受取手形及び 
   売掛金

7,230 7,297 10,503

   たな卸資産 10,134 11,397 8,065

   その他 526 388 408

   貸倒引当金 △68 △91 △80

   流動資産合計 24,487 75.1 24,976 74.1 25,195 75.5

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産

    建物
※１
※２

1,481 1,394 1,432

    土地 ※２ 3,120 3,119 3,121

    その他 ※１ 1,634 6,236 1,610 6,124 1,676 6,230

   無形固定資産 74 102 92

   投資その他の 
   資産

    投資有価証券 1,525 2,225 1,599

    長期貸付金 44 43 42

    その他 282 286 281

    貸倒引当金 △50 1,802 △47 2,507 △49 1,873

   固定資産合計 8,113 24.9 8,734 25.9 8,196 24.5

   資産合計 32,601 100.0 33,711 100.0 33,392 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び 
   買掛金

6,136 6,108 6,189

   短期借入金 ※２ 1,874 1,874 1,882

   未払法人税等 64 35 77

   賞与引当金 534 563 269

   製品保証引当金 7 26 27

   その他 1,307 1,852 1,543

   流動負債合計 9,924 30.5 10,460 31.0 9,990 29.9

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※２ 2,050 1,426 1,738

   退職給付引当金 11,397 11,624 11,512

   役員退職慰労金 
   引当金

197 212 205

   その他 250 539 284

   固定負債合計 13,894 42.6 13,802 41.0 13,741 41.2

   負債合計 23,819 73.1 24,263 72.0 23,731 71.1

(少数株主持分) ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 8,791 27.0 8,791 26.1 8,791 26.3

Ⅱ 資本剰余金 116 0.3 116 0.3 116 0.4

Ⅲ 利益剰余金 253 0.8 469 1.4 1,126 3.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

362 1.1 783 2.3 412 1.2

Ⅴ 為替換算調整勘定 △726 △2.2 △690 △2.0 △766 △2.3

Ⅵ 自己株式 △14 △0.1 △21 △0.1 △19 △0.1

   資本合計 8,782 26.9 9,447 28.0 9,660 28.9

   負債、少数株主 
   持分及び資本 
   合計

32,601 100.0 33,711 100.0 33,392 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 14,951 100.0 13,729 100.0 35,994 100.0

Ⅱ 売上原価 11,793 78.9 11,000 80.1 28,537 79.3

   売上総利益 3,158 21.1 2,729 19.9 7,457 20.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 3,513 23.5 3,331 24.3 6,718 18.6

   営業利益又は 
   損失（△）

△354 △2.4 △602 △4.4 738 2.1

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 4 4 12

   受取配当金 15 16 15

   為替差益 95 ― 87

   不動産賃貸収入 19 21 38

   雑収入 43 179 1.2 25 67 0.5 59 213 0.6

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 46 38 89

   為替差損 ― 31 ―

   雑損失 8 54 0.3 11 82 0.6 35 124 0.4

   経常利益又は 
   損失(△)

△230 △1.5 △616 △4.5 826 2.3

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※２ 2 2 0.0 ― ― ― 2 2 0.0

Ⅶ 特別損失

   固定資産除却損 ※３ 20 23 127

   事業撤退費用 ― ― 66

   その他 ― 20 0.1 1 24 0.2 12 206 0.6

   税金等調整前 
   中間純損失(△) 
   又は当期純利益 
   

△248 △1.6 △641 △4.7 622 1.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

20 0.2 16 0.1 17 0.0

    
   中間純損失(△) 
   又は当期純利益 
   

△268 △1.8 △657 △4.8 604 1.7



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
連結剰余金計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

 (資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 116 116 116

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

116 116 116

 (利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 521 1,126 521

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 ― ― ― ― 604 604

Ⅲ 利益剰余金減少高

   中間純損失 268 268 657 657 ― ―

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

253 469 1,126



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
    税金等調整前中間純損 
    失(△)又は当期純利益

△248 △641 622

    減価償却費 257 246 557

    貸倒引当金の増加額 23 6 35

    賞与引当金の増減額 142 294 △122
    製品保証引当金の 
    増減額

― 0 18

    退職給付引当金の 
    増加額

154 111 270

    役員退職慰労金引当金 
    の増加額

7 7 15

    受取利息及び受取 
    配当金

△20 △20 △28

    支払利息 46 38 89

    為替差損益 △92 31 △97

    投資有価証券評価損 ― 1 12

    有形固定資産除却損 20 28 116

     無形固定資産除却損 ― ― 5

    有形固定資産売却益 △2 ― △2

    売上債権の増減額 2,773 3,873 △500

    たな卸資産の増加額 △3,060 △3,261 △1,035

    仕入債務の減少額 △178 △126 △92

    未払消費税等の減少額 △303 △190 △175
    その他 251 △179 550

     小計 △228 218 239
    利息及び配当金の 
    受取額

19 23 27

    利息の支払額 △46 △38 △89
    法人税等の支払額 △44 △30 △51
  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

△299 173 126

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
    有形固定資産の 
    取得による支出

△464 △155 △899

    有形固定資産の 
    売却による収入

2 1 5

    無形固定資産の 
    取得による支出

△12 △20 △44

    投資有価証券の 
    取得による支出

△1 △1 △2

    投資有価証券の 
    売却による収入

0 0 0

    定期預金の払戻し 
    による収入

29 131 29

     貸付金の貸付による 
     支出

― △3 ―

    貸付金の回収による 
    収入

2 2 4

    その他 △3 △6 △3
  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△447 △51 △910



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

    短期借入金の純増減額 ― △8 8

    ファイナンスリース 
    債務の返済による支出

△1 ― △1

    長期借入金の返済に 
    よる支出

△312 △312 △624

    その他 △1 △2 △6

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

△315 △323 △623

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

41 19 19

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  減少額

△1,021 △181 △1,388

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

7,554 6,166 7,554

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

6,533 5,984 6,166



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(イ)連結子会社の数２社

イケガミ エレクトロ

ニクス(ユー.エス.エ

イ.)

インコーポレーテッド

イケガミ エレクトロ

ニクス(ヨーロッパ)

ゲー.エム.ベー.ハー

(イ)   同左 (イ)   同左

(ロ)主要な非連結子会社の

名称等

株式会社テクノイケガ

ミ

(連結の範囲から除い

た理由)

非連結子会社は、いず

れも小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、中間純損益及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも

中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

(ロ)   同左 

 

 

 

(連結の範囲から除いた理

由) 

     同左

(ロ)   同左

(連結の範囲から除い

た理由)

非連結子会社は、いず

れも小規模会社であ

り、合計の総資産、売

上高、当期純損益及び

利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも

連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていない

ためであります。

２ 持分法の適用に関

する事項

持分法を適用していない非

連結子会社(㈱テクノイケ

ガミ他)はそれぞれ中間純

損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲

から除外しております。

同左 持分法を適用していない非

連結子会社(㈱テクノイケ

ガミ他)はそれぞれ当期純

損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲

から除外しております。

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

当社の中間連結決算日と一

致しております。

同左 当社の事業年度と一致して

おります。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

(イ)有価証券 当社はその他有価証券につ

いては、

時価のあるもの

……中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は総平均法)

により評価してお

ります。

時価のないもの

……総平均法による原

価法により評価し

ております。

当社はその他有価証券につ

いては、

時価のあるもの

同左

時価のないもの

同左

当社はその他有価証券につ

いては、

時価のあるもの

……決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は総平均法)によ

り評価しておりま

す。

時価のないもの

同左



 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(ロ)デリバティブ 時価法によっております。 同左 同左
(ハ)たな卸資産 当社は、製品、仕掛品につ

いては個別法による原価
法、原材料については最終
仕入原価法による原価法に
より評価しておりますが、
連結子会社は、主として先
入先出法による低価法を採
用しております。

同左 同左

(2) 重要な減価償却
資産の減価償却
の方法
(イ)有形固定資産 当社においては、定率法を

採用しております。ただし
建物(建物附属設備を除く)
については、平成10年４月
１日以降に取得したものに
ついては、定額法を採用し
ております。なお、連結子
会社においては、定額法を
採用しております。

同左 同左

(ロ)無形固定資産 定額法を採用しておりま
す。なお、自社利用のソフ
トウェアについては、社内
における利用可能期間(当
社５年、連結子会社３年)
に基づく定額法を採用して
おります。

同左 同左

(3) 重要な引当金の
計上基準
(イ)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権
については、個別に回収可
能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

同左 同左

(ロ)賞与引当金 当社は、従業員に対する賞
与の支給に充てるため、支
給見込額を計上しておりま
す。 
連結子会社は、賞与制度が
無いため、引当金の計上を
行っておりません。

同左 同左

(ハ)製品保証引当
金

イケガミエレクトロニクス
(ヨーロッパ)ゲー．エム．
ベー．ハーは特定の製品の
アフターサービスに伴う費
用の支出に備えるため、当
該製品の売上高に対する過
去の実績率に基づいて負担
額を計上しております。

同左 同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(ニ)退職給付引当
金

当社は、従業員の退職給付
に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に
基づき、当中間連結会計期
間末において発生している
と認められる額を計上して
おります。過去勤務債務
は、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一
定年数(５年)による定額法
により費用処理しておりま
す。数理計算上の差異は、
その発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の
一定年数(13年)による定額
法により翌連結会計年度か
ら費用処理することとして
おります。

同左 当社は、従業員の退職給付
に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に
基づき、計上しておりま
す。 
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定年数(５年)
による定額法により費用処
理しております。数理計算
上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定年数(13年)によ
る定額法により、翌連結会
計年度から費用処理するこ
ととしております。

(ホ)役員退職慰労
金引当金

当社は、役員の退職慰労金
の支給に備えるため、役員
退職慰労金支給規定に基づ
き算出した当中間連結会計
期間末要支給額を計上して
おります。

同左 当社は、役員の退職慰労金
の支給に備えるため、役員
退職慰労金支給規定に基づ
き算出した当連結会計年度
末要支給額を計上しており
ます。

(4) 重要なリース取
引の処理方法

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。

同左 同左

(5) 重要なヘッジ会
計の方法
(イ)ヘッジ会計の
方法

特例処理の条件を満たして
いる金利スワップについて
は特例処理によっておりま
す。

特例処理の要件を満たして
いる金利スワップについて
は特例処理によっておりま
す。

同左

(ロ)ヘッジ手段と
ヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

同左 同左

(ハ)ヘッジ方針 金利変動リスクを回避する
目的で行なっております。

同左 同左

(ニ)ヘッジ有効性
評価の方法

特例処理によっている金利
スワップについては、有効
性の評価を省略しておりま
す。

同左 同左

(6) その他中間連結
財務諸表(連結
財務諸表)作成
のための基本と
なる重要な事項
消費税等の会
計処理

消費税及び地方消費税の会
計処理は、税抜方式によっ
ております。

同左 同左



 
  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

 表示方法の変更 

 

 
追加情報 

 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
( 連結キャッシ
ュ・フロー計算
書)における資金
の範囲

手許現金、要求払預金及び
取得日から３ヶ月以内に満
期日の到来する流動性の高
い容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない
短期的な投資からなりま
す。

同左 同左

項目
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日
 至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日）

固定資産の減損に係る
会計基準

─────  当中間連結会計期間よ
り、固定資産の減損に係る
会計基準（「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に
関する意見書」(企業会計
審議会 平成14年８月９
日)）及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指
針第６号 平成15年10月31
日)を適用しております。 
これによる損益に与える影
響はありません。

─────

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

中間連結キャッシュ・フロー計算書
関係

 前中間連結会計期間において、
「営業活動によるキャッシュ・フロ
ー」の「その他」に含めて表示して
おりました「未払消費税等の増減
額」（△125百万円）は重要性が増
加したため、当中間連結会計期間か
ら区分掲記しております。

前中間連結会計期間において、
「営業活動によるキャッシュ・フロ
ー」の「その他」に含めて表示して
おりました「製品保証引当金の増減
額」（△0百万円）は科目内容をよ
り明瞭に表示するため、当中間連結
会計期間から区分掲記しておりま
す。

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

法人事業税における外
形標準課税部分の損益
計算書上の表示方法 

 実務対応報告第12号「法
人事業税における外形標準
課税部分の損益計算書上の
表示についての実務上の取
扱い」（企業会計基準委員
会 平成16年2月13日）が
公表されたことに伴い、当
中間連結会計期間から同実
務対応報告に基づき、法人
事業税の付加価値割及び資
本割25百万円を販売費及び
一般管理費として処理して
おります。

───── 実務対応報告第12号「法
人事業税における外形標準
課税部分の損益計算書上の
表示についての実務上の取
扱い」（企業会計基準委員
会 平成16年2月13日）が
公表されたことに伴い、当
連結会計年度から同実務対
応報告に基づき、法人事業
税の付加価値割及び資本割
49百万円を販売費及び一般
管理費として処理しており
ます。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額     16,353百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累
計額     14,788百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額     14,977百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務
   担保に供している資産

定期預金 131百万円

建物 254百万円

土地 1,128百万円

計 1,514百万円

   上記に対応する債務額
短期借入金 1,390百万円
長期借入金 610百万円
関税保証等 116百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務
   担保に供している資産

建物 233百万円

土地 1,128百万円

計 1,361百万円

   上記に対応する債務額
短期借入金 1,390百万円
長期借入金 390百万円

 

※２ 担保資産及び担保付債務
  担保に供している資産

定期預金 131百万円

建物 242百万円

土地 1,128百万円

計 1,502百万円

  上記に対応する債務額
短期借入金 1,390百万円
長期借入金 500百万円
関税保証等 88百万円

 ３ 保証債務
   連結会社以外の会社の金融機

関からの借入れに対し、債務
保証を行っております。

㈱テクノ 
イケガミ

100百万円

 ３ 保証債務
   連結会社以外の会社の金融機

関からの借入れに対し、債務
保証を行っております。

㈱テクノ
イケガミ

100百万円

３ 保証債務
  連結会社以外の会社の金融機
関からの借入れに対し、債務
保証を行っております。

㈱テクノ 
イケガミ

100百万円

４ 受取手形 
割引残高

814百万円

輸出手形 
割引残高

37百万円

４ 受取手形
割引残高

1,485百万円

輸出手形
割引残高

36百万円

４ 受取手形
割引残高

1,277百万円

輸出手形
割引残高

108百万円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要
な費目及び金額は次のとおり
であります。
運賃荷造費 177百万円
広告宣伝費 149百万円
給料等人件費 1,138百万円
減価償却費 79百万円

賞与引当金 
繰入額

158百万円

退職給付費用 184百万円
研究開発費 149百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要
な費目及び金額は次のとおり
であります。
運賃荷造費 183百万円
広告宣伝費 152百万円
給料等人件費 1,125百万円
減価償却費 85百万円

賞与引当金
繰入額

165百万円

退職給付費用 193百万円
研究開発費 227百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要
な費目及び金額は次のとおり
であります。
運賃荷造費 381百万円
広告宣伝費 304百万円
給料等人件費 2,467百万円
減価償却費 163百万円

賞与引当金 
繰入額

79百万円

退職給付費用 372百万円
研究開発費 326百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳は下記
の通りであります。
機械装置及
び運搬具

1百万円

工具、器具
及び備品

0百万円

─────
     

 

※２ 固定資産売却益の内訳は下記
の通りであります。
機械装置及
び運搬具

1百万円

工具、器具
及び備品

0百万円

─────
    

 

※３ 固定資産除却損の内訳は下記
の通りであります。
機械装置及
び運搬具

19百万円

工具、器具
及び備品

4百万円

 

 

※３ 固定資産除却損の内訳は下記
の通りであります。

建物 10百万円

機械装置及
び運搬具

42百万円

工具、器具
及び備品

63百万円

その他 11百万円



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,665百万円

担保に供している 

定期預金
△131百万円

現金及び現金同等物 6,533百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,984百万円

担保に供している 

定期預金
―

現金及び現金同等物 5,984百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 6,298百万円

担保に供している 

定期預金
△131百万円

現金及び現金同等物 6,166百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

280 182 98

その他 642 193 448

合計 923 376 547

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

295 212 83

その他 826 298 527

合計 1,121 510 610

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

293 185 108

その他 758 257 500

合計 1,051 442 609

 

２ 未経過リース料の中間期末残

高相当額

１年内 178百万円

１年超 375百万円

合計 554百万円

 

２ 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料の中間期末残

高相当額

１年内 212百万円

１年超 406百万円

合計 619百万円

 

２ 未経過リース料の期末残高相

当額

１年内 199百万円

１年超 417百万円

合計 617百万円

 

 

３ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 101百万円

減価償却費 
相当額

96百万円

支払利息相 
当額

5百万円

 

３ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 117百万円

減価償却費
相当額

112百万円

支払利息相
当額

5百万円

 

３ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 203百万円

減価償却費 
相当額

194百万円

支払利息相 
当額

10百万円

 

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価格を零とする定額法に

よっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左

Ⅱ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 20百万円

１年超 41百万円

合計 62百万円

Ⅱ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 16百万円

１年超 26百万円

合計 42百万円

Ⅱ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 20百万円

１年超 32百万円

合計 53百万円

（減損損失について）        
リース資産に配分された減損損失はあ
りませんので、項目等の記載は省略し
ております。



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

  

なお、有価証券の減損にあたって、個別銘柄毎に当中間連結会計期間末日の市場価格と取得価額を比

較して、50％以上下落した場合は、合理的な反証がない限り著しい下落とみなし減損処理を行い、２期

連続して下落幅が30％以上50％未満の範囲で推移した場合、市況及び銘柄固有の要因分析を行い、今後

の回復可能性を判断して減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(１) その他有価証券

①株式 585 1,190 604

②その他 30 40 10

計 615 1,230 614

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(１) 子会社株式及び関連会社株式

非連結子会社株式 150

(２) その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 145

計 295



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

  

なお、有価証券の減損にあたって、個別銘柄毎に当中間連結会計期間末日の市場価格と取得価額を比

較して、50％以上下落した場合は、合理的な反証がない限り著しい下落とみなし減損処理を行い、２期

連続して下落幅が30％以上50％未満の範囲で推移した場合、市況及び銘柄固有の要因分析を行い、今後

の回復可能性を判断して減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
（注）当中間連結会計期間において、時価評価されていないその他有価証券について１百万円減損処理を行っており

ます。 

  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(１) その他有価証券

①株式 588 1,889 1,300

②その他 29 53 23

計 618 1,942 1,324

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(１) 子会社株式及び関連会社株式

非連結子会社株式 137

(２) その他有価証券

非上場株式 144

計 282



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

  

なお、有価証券の減損にあたって、個別銘柄毎に当連結会計年度末日の市場価格と取得価額を比較し

て、50％以上下落した場合は、合理的な反証がない限り著しい下落とみなし減損処理を行い、２期連続

して下落幅が30％以上50％未満の範囲で推移した場合、市況及び銘柄固有の要因分析を行い、今後の回

復可能性を判断して減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
（注）当連結会計年度において、時価評価されていない非連結子会社株式について12百万円減損処理を行っておりま

す。 

  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(１) その他有価証券

①株式 587 1,272 685

②その他 29 44 14

計 617 1,317 700

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

(１) 子会社株式及び関連会社株式

非連結子会社株式 137

(２) その他有価証券

非上場株式 144

計 282



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

 
(注) 時価の算定方法 

為替予約取引‥‥先物為替相場によっております。 
  

  金利関連 

   金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いております。 

  

(当中間連結会計期間) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  通貨関連 

 
(注) 時価の算定方法 

為替予約取引‥‥先物為替相場によっております。 
  

  金利関連 

   金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いております。 

  

区分 種類

前中間連結会計期間
(平成16年９月30日現在)

契約額等

(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引
売建

米ドル 1,448 ― 1,462 △13

ユーロ 335 ― 343 △7

合計 1,784 ― 1,806 △21

区分 種類

当中間連結会計期間
(平成17年９月30日現在)

契約額等

(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引
売建

米ドル 964 ― 991 △26

ユーロ 286 ― 286 △0

合計 1,250 ― 1,277 △27



(前連結会計年度) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  通貨関連 

 
(注) 時価の算定方法 

為替予約取引‥‥先物為替相場によっております。 
   

  金利関連 

   金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いております。 

区分 種類

前連結会計年度
(平成17年３月31日現在)

契約額等

(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引
売建

米ドル 1,746 ― 1,781 △35

ユーロ 401 ― 401 △0

合計 2,147 ― 2,183 △35



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 当社グループの事業区分は情報通信機器の単一セグメントとしております。 

このため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 当社グループの事業区分は情報通信機器の単一セグメントとしております。 

このため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 当社グループの事業区分は情報通信機器の単一セグメントとしております。 

このため、記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
  

日本 
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

11,888 2,569 493 14,951 ― 14,951

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,930 5 26 1,962 (1,962) ―

計 13,818 2,575 520 16,914 (1,962) 14,951

営業費用 13,168 2,510 616 16,295 (989) 15,306

営業利益又は損失（△） 650 64 △96 618 (973) △354

日本 
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

10,628 2,269 831 13,729 ― 13,729

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,508 1 8 1,518 (1,518) ―

計 12,137 2,271 839 15,248 (1,518) 13,729

営業費用 12,011 2,223 859 15,094 (763) 14,331

営業利益又は損失（△） 125 47 △19 153 (755) △602

日本 
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

29,395 4,727 1,871 35,994 ― 35,994

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

3,581 8 46 3,636 (3,636) ―

計 32,977 4,735 1,918 39,631 (3,636) 35,994

営業費用 30,848 4,623 1,864 37,337 (2,081) 35,255

営業利益 2,128 111 53 2,293 (1,555) 738



(注) １ 前中間連結会計期間における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は899百万円で

あり、当社業務本部の総務部門等管理部門及び基礎的研究開発に係る費用であります。 

当中間連結会計期間における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は735百万円で

あり、当社業務本部の総務部門等管理部門及び基礎的研究開発に係る費用であります。 

前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は1,568百万円であ

り、当社業務本部の総務部門等管理部門及び基礎的研究開発に係る費用であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米 ………… 米国、カナダ 

ヨーロッパ … イギリス、ドイツ 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

地理的近接度によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米 ………… 米国、カナダ 

ヨーロッパ … ドイツ、イギリス 

その他 ……… 韓国、中国 

  

北米 ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,570 502 650 3,722

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 14,951

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

17.2 3.4 4.3 24.9

北米 ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,272 837 729 3,839

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 13,729

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

16.6 6.1 5.3 28.0

北米 ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,728 1,897 1,513 8,138

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 35,994

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

13.1 5.3 4.2 22.6



(１株当たり情報) 

  

 
（注）１株当たり中間純損失金額又は当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 150円95銭 162円48銭 166円11銭

１株当たり中間純損失（△）
又は当期純利益

△４円62銭 △11円31銭 10円40銭

なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益金額
については、潜在株式が
存在しないため、記載し
ておりません。

なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益金額
については、潜在株式が
存在しないため、記載し
ておりません。

なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額
については、潜在株式が
存在しないため、記載し
ておりません。

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間純損失(△)又は当期純利
益（百万円）

△268 △657 604

普通株主に帰属しない金額 
（百万円）

― ― ―

普通株式に係る中間純損失
(△)又は当期純利益（百万
円）

△268 △657 604

普通株式の期中平均株式数 
（千株）

58,184 58,154 58,177



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 ※２ 5,748 5,780 5,316

   受取手形 208 408 618

   売掛金 8,130 6,886 10,350

   たな卸資産 7,878 9,029 5,746

   その他 346 338 310

   貸倒引当金 △2 △1 △2

   流動資産合計 22,308 66.6 22,441 65.5 22,340 66.4

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産

    土地 ※２ 2,936 2,936 2,936

    その他
※１ 

※２
2,410 2,337 2,417

計 5,347 5,274 5,354

   無形固定資産 70 92 81

   投資その他の資産

    投資有価証券 1,375 2,087 1,462

    関係会社株式 2,557 2,544 2,544

    関係会社出資金 81 81 81

    その他 1,826 1,769 1,843

    貸倒引当金 △50 △47 △50

計 5,789 6,434 5,881

   固定資産合計 11,208 33.4 11,802 34.5 11,316 33.6

   資産合計 33,516 100.0 34,243 100.0 33,657 100.0



 
  

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 3,064 2,708 3,076

   買掛金 2,929 3,154 2,671

   短期借入金 ※２ 1,874 1,874 1,874

   未払法人税等 44 35 75

   賞与引当金 534 563 269

   その他 1,121 1,665 1,242

   流動負債合計 9,568 28.5 10,002 29.2 9,209 27.4

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※２ 2,050 1,426 1,738

   退職給付引当金 11,397 11,624 11,512

   役員退職慰労金 
   引当金

197 212 205

   その他 250 539 284

   固定負債合計 13,894 41.5 13,802 40.3 13,741 40.8

   負債合計 23,463 70.0 23,804 69.5 22,950 68.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 8,791 26.2 8,791 25.7 8,791 26.1

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 116 116 116

   資本剰余金合計 116 0.3 116 0.3 116 0.3

Ⅲ 利益剰余金

   中間(当期)未処分 
   利益

798 769 1,405

   利益剰余金合計 798 2.4 769 2.3 1,405 4.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

362 1.1 783 2.3 412 1.2

Ⅴ 自己株式 △14 △0.0 △21 △0.1 △19 △0.0

   資本合計 10,053 30.0 10,439 30.5 10,706 31.8

   負債及び資本合計 33,516 100.0 34,243 100.0 33,657 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 13,818 100.0 12,137 100.0 32,977 100.0

Ⅱ 売上原価 11,282 81.6 10,119 83.4 27,065 82.1

   売上総利益 2,536 18.4 2,018 16.6 5,911 17.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

2,786 20.2 2,627 21.6 5,351 16.2

   営業利益又は 
   損失(△)

△249 △1.8 △609 △5.0 559 1.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 194 1.4 67 0.5 240 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２ 53 0.4 59 0.5 107 0.3

   経常利益又は 
   損失(△)

△108 △0.8 △601 △5.0 692 2.1

Ⅵ 特別利益 7 0.0 3 0.1 7 0.0

Ⅶ 特別損失 20 0.1 24 0.2 206 0.6

   税引前中間純損失 
     (△)又は 
      当期純利益

△121 △0.9 △623 △5.1 493 1.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

17 0.1 12 0.1 24 0.1

   中間純損失(△) 
      又は当期純利益

△139 △1.0 △635 △5.2 468 1.4

   前期繰越利益 937 1,405 937

   中間(当期)未処分 
   利益

798 769 1,405



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及
び評価方法
(1) 有価証券 子会社株式

…総平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの
…中間決算日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は総平
均法により算定)

時価のないもの
…総平均法による原価
法

子会社株式
同左

その他有価証券
時価のあるもの

同左

時価のないもの
同左

子会社株式
同左

その他有価証券
時価のあるもの
…決算日の市場価格等
に基づく時価法（評
価差額は全部資本直
入法により処理し、
売却原価は総平均
法）

時価のないもの
同左

(2) たな卸資産 製品・仕掛品
…個別法による原価法

原材料
…最終仕入原価法によ
る原価法

同左 同左

２ 固定資産の減価償
却の方法
(1) 有形固定資産 定率法を採用しておりま

す。 
ただし、建物(建物附属設
備を除く)については、平
成10年４月１日以降に取得
したものについては定額法
を採用しております。

同左 同左

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内にお
ける利用可能期間(５年)に
基づく定額法を採用してお
ります。

同左 同左

３ 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権
については、個別に回収可
能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

同左 同左

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給
に充てるため、支給見込額
を計上しております。

同左 同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備える
ため、当期末における退職
給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間会計
期間末において発生してい
ると認められる額を計上し
ております。過去勤務債務
は、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一
定年数(５年)による定額法
により費用処理しておりま
す。数理計算上の差異は、
その発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の
一定年数(13年)による定額
法により翌事業年度から費
用処理することとしており
ます。

同左 従業員の退職給付に備える
ため、当期末における退職
給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しており
ます。過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定年数
(５年)による定額法により
費用処理しております。数
理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定年数（13
年）による定額法により、
翌事業年度から費用処理す
ることとしております。 

(4) 役員退職慰労金
引当金

役員の退職慰労金の支給に
備えるため、役員退職慰労
金支給規定に基づき算出し
た中間会計期間末要支給額
を計上しております。

同左 役員の退職慰労金の支給に
備えるため、役員退職慰労
金支給規定に基づき算出し
た期末要支給額を計上して
おります。

４ リース取引の処理
方法

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法
(1) 繰延ヘッジ等の

ヘッジ会計の方
法

為替予約が付されてる外貨
建金銭債権債務について振
当処理を行っております。
また、特例処理の条件を満
たしている金利スワップに
ついては特例処理によって
おります。

為替予約が付されてる外貨
建金銭債権債務について振
当処理を行っております。
また、特例処理の要件を満
たしている金利スワップに
ついては特例処理によって
おります。

同左

(2) ヘッジ手段とヘ
ッジ対象

a.ヘッジ手段…為替予約取
引

ヘッジ対象…外貨建金銭
債権債務

b.ヘッジ手段…金利スワッ
プ

ヘッジ対象…借入金の利
息

同左 同左

(3) ヘッジ方針 内部規定に基づき、外貨建
金銭債権債務の為替変動リ
スクを回避する目的で行っ
ております。また、金利変
動リスクを回避する目的で
行なっております。

同左 同左



 
  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

追加情報 

  

 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4) ヘッジ有効性評
価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に
関する重要な条件が同一で
あり、かつヘッジ開始時及
びその後も継続して、キャ
ッシュ・フロー変動を完全
に相殺するものと想定する
ことができるため、ヘッジ
の有効性の評価は省略して
おります。また、特例処理
によっている金利スワップ
についても、有効性の評価
を省略しております。

同左 同左

６ その他
消費税等の会計処
理について

消費税及び地方消費税の会
計処理は、税抜方式によっ
ております。

同左 同左

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

固定資産の減損に係る
会計基準

─────
 

当中間会計期間より、固定
資産の減損に係る会計基準
(「固定資産の減損に係る会
計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会 平成
14年８月９日))及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適
用指針」(企業会計基準適用
指針第６号 平成15年10月31
日)を適用しております。 
 これによる損益に与える影
響はありません。

─────

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

法人事業税における外
形標準課税部分の損益
計算書上の表示方法

 実務対応報告第12号「法
人事業税における外形標準
課税部分の損益計算書上の
表示についての実務上の取
扱い」（企業会計基準委員
会 平成16年2月13日）が
公表されたことに伴い、当
中間会計期間から同実務対
応報告に基づき、法人事業
税の付加価値割及び資本割
25百万円を販売費及び一般
管理費として処理しており
ます。

───── 実務対応報告第12号「法
人事業税における外形標準
課税部分の損益計算書上の
表示についての実務上の取
扱い」（企業会計基準委員
会 平成16年2月13日）が
公表されたことに伴い、当
事業年度から同実務対応報
告に基づき、法人事業税の
付加価値割及び資本割49百
万円を販売費及び一般管理
費として処理しておりま
す。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

項目
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産減

価償却累計額

 

15,200百万円

 

13,585百万円

 

13,815百万円

※２ 担保に供してい

る資産

定期預金 131百万円 ― 131百万円

土地 1,128百万円 1,128百万円 1,128百万円

その他の有形

固定資産

254百万円 233百万円 242百万円

計 1,514百万円 1,361百万円 1,502百万円

上記に対応する

債務

短期借入金 1,390百万円 1,390百万円 1,390百万円

長期借入金 610百万円 390百万円 500百万円

関税保証等 116百万円 ― 117百万円

３ 偶発債務

関係会社が銀行

借入金等に対し

て負う債務の保

証

債務保証額

保証先

イケガミ エ

レクトロニク

ス(ヨーロッ

パ)ゲー．エ

ム．ベー．ハ

ー

114百万円 92百万円 116百万円 

㈱テクノイケ

ガミ

100百万円 100百万円 100百万円

計 214百万円 192百万円 216百万円

４ 受取手形割引残

高

814百万円 1,485百万円 1,277百万円

輸出手形割引残

高

37百万円 36百万円 108百万円

５ 仮払消費税等及

び仮受消費税等

の表示

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ表示し、

流動資産の「その他」に含

めております。

同左
  

─────



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益のう

ち重要なもの

受取利息 11百万円 11百万円 23百万円

為替差益 120百万円 ― 117百万円

※２ 営業外費用のう

ち重要なもの

支払利息 44百万円 37百万円 85百万円

３ 減価償却実施額

有形固定資産 222百万円 207百万円 487百万円

無形固定資産 6百万円 8百万円 14百万円

 計 228百万円 216百万円 501百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１ リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当

額、減損損失累計

額相当額及び中間

(当期)期末残高相

当額

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械及 

び装置
280 182 98

その他 635 192 442

合計 916 374 541

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械及 

び装置
295 212 83

その他 819 295 523

合計 1,114 507 607

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高

相当額 

(百万円)

機械及 

び装置
293 185 108

その他 751 254 496

合計 1,044 439 604

２ 未経過リース料中

間（当期）期末残

高相当額等 

未経過リース料中

間(当期)期末残高

相当額

１年内 176百万円 210百万円 197百万円

１年超 371百万円 404百万円 414百万円

 合計 548百万円 615百万円 612百万円

３ 支払リース料、リ

ース資産減損勘定

の取崩額、減価償

却費相当額、支払

利息相当額及び減

損損失

支払リース料 100百万円 115百万円 200百万円

減価償却費相

当額

95百万円 111百万円 192百万円

支払利息相当

額

4百万円 4百万円 9百万円

４ 減価償却費相当額

の算定方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左 同左

５ 利息相当額の算定

方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。

同左 同左

───── リース資産に配分された減

損損失はありませんので、

項目等の記載は省略してお

ります。

─────



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
（注） １株当たり中間純損失金額又は当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 172円80銭 179円53銭 184円９銭

１株当たり中間純損失(△) 
又は当期純利益

△２円39銭 △10円93銭 ８円５銭

なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益金額
については、潜在株式が
存在しないため、記載し
ておりません。

なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益金額
については、潜在株式が
存在しないため、記載し
ておりません。

なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額
については、潜在株式が
存在しないため、記載し
ておりません。

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間純損失(△)又は 
当期純利益 
（百万円）

△139 △635 468

普通株主に帰属しない
金額（百万円）

― ― ―

普通株式に係る中間純
損失(△)又は当期純利
益（百万円）

△139 △635 468

普通株式の期中平均株
式数（千株）

58,184 58,154 58,177



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

  

（1）有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第64期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月30日 
関東財務局長に提出

（2）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号(主要株主の異動)の
規定に基づくもの

平成17年10月14日 
関東財務局長に提出

（3）臨時報告書の 
訂正報告書

平成17年10月14日提出の臨時報告書の
訂正報告書

平成17年10月18日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月16日

池上通信機株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている池上通信機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、池上通信機株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

  

 

  

監査法人 保森会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   矢部    豊    ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   村上  貴美夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月15日

池上通信機株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている池上通信機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、池上通信機株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

  

 

  

監査法人 保森会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   矢部    豊    ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   村上  貴美夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月16日

池上通信機株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている池上通信機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第64期事業年度の中間会計

期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及

び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、池上通信機株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

  

 
  

  

監査法人 保森会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   矢部   豊    ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   村上  貴美夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月15日

池上通信機株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている池上通信機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第65期事業年度の中間会計

期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及

び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、池上通信機株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

  

 
  

  

監査法人 保森会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   矢部   豊    ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   村上  貴美夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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